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市民参加対象事業の手続き状況 集計結果 

 

■平成２９年度達成状況 （平成 30 年 3 月末時点） 

政策過程 手続きの手法 件数 参加人数 対象事業（別紙） 

（課題の発見） 

市民ニーズの把握 

※重複有 

審議会等 15 件 222 人 
1.2.3.4.5.6.7.8.9.10. 

11.12.14.15.17 

審議会等以外の会議 2 件 200 人 5.6 

アンケート 5 件 
20,800 人 

(NO.16 は含めず) 
5.6.10.11.16 

ヒアリング 1 件 600 人 10 

実施事業計 23 件 21,822 人  

（立案１） 

合意の形成 

審議会等 16 件 235 人 
1.2.3.4.5.6.7.8.9.10. 

11.12.14.15.16.17 

実施事業計 16 件 235 人  

（立案２） 

計画のパブリックチェック 

パブコメ 17 件 
(提出者) 45 人 

(意見数）101件 

1.2.3.4.5.6.7.8.9.10. 

11.12.13.14.15.16.17 

実施事業計 17 件 45 人  

（実施） 

情報の共有等 

※重複有 

ホームページ 17 件    
1.2.3.4.5.6.7.8.9.10. 

11.12.13.14.15.16.17 

広報紙 16 件     
1.2.3.4.5.6.7.8.9.10. 

11.12.14.15.16.17 

実施事業計 33 件 人  

（評価） 

成果のパブリックチェック 

 

 
 

 

①課題の発見段階では、審議会、アンケート・ヒアリング調査等を実施しました。 

②立案段階では、審議会等が実施され、パブリックコメントについても実施しました。 

③実施段階では、ホームページおよび広報等による情報公開が行われています。 

④評価段階では、審議会等が予定されています。 

 

※今年度は、市民参加対象事業のうち、平成 29 年度にパブリックコメントを実施した

ものについてのみに絞り、集計しております。 

平成３０年度以降、各課において、順次実施予定 

資料３ 

 

 



市民参加の対象となる事業の実施状況報告書  

基本情報 

名称 所管 担当者 電話（内線 or 外線） 

草津市地域防災計画 危機管理課 西村 ２２６２ 

事業 

概要 

草津市地域防災計画は、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 42 条の規定に基づき、市や県、その他防災関係機関が、草津市における災害に係る予防、

応急対策および災害復旧を有効に実施するために草津市防災会議が作成するもの。 

 

政策過程の各段階において採用した手法等 

政策過程の段階 時期 手法 参加人数 特記事項 

課題の発見 
（市民ニーズの把握） 

始期 平成２９年 １０月 審議会 １８人  

立案① 
（合意の形成） 

始期 平成２９年 １０月 審議会 １８人  

立案② 

（計画のパブリックチェック） 

始期 平成２９年 １２月 

パブリックコメント 

提出者 ０人 

周知方法（実施したものに✔をお願いします） 

■ホームページ 

■広報誌 

■資料提供・記者レク 

■庁外施設への配架（２１施設） 

□個別説明（  箇所） 

□関係団体への資料送付（  団体） 

■その他（ 出初式での周知  ） 

終期 平成３０年  １月 意 見 ０件 

実施 

（情報の共有・相互理解・交流） 

平成２９年 １２月～ 
ホームページ、広報紙 ― 

 

平成２９年 １２月１５日号  

平成  年  月  人  

評価 
（成果のパブリックチェック） 

始期 平成３０年 ２月 審議会委員への報告・確認 人  

ＮＯ． １ 

 



市民参加の対象となる事業の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本情報 

名称 所管 担当者 電話（内線 or外線） 

草津市協働のまちづくり推進計画の中間見直し まちづくり協働課 大溝 ２２４７ 

事業 

概要 

平成２６年７月に施行した「草津市協働のまちづくり条例」に基づき、「草津市協働のまちづくり推進計画」を策定し、２年が経過し、社会情勢の変化等を

踏まえ計画の中間見直しを行います。 

 

政策過程の各段階において採用した手法等 

政策過程の段階 時期 手法 参加人数 特記事項 

課題の発見 
（市民ニーズの把握） 

始期 平成２９年 ６月 審議会等 １０人 
開催数：４回 

（うちＨ２９：４回） 

立案① 
（合意の形成） 

始期 平成２９年 ６月 審議会等 １０人 
開催数：４回 

（うちＨ２９：４回） 

立案② 

（計画のパブリックチェック）  

始期 平成２９年１２月 

パブリックコメント 

提出者 １０人 

周知方法（実施したものに✔をお願いします） 

☑ホームページ 

☑広報誌 

☑資料提供・記者レク 

☑庁外施設への配架（２４施設） 

☑個別説明（１１箇所） 

☑関係団体への資料送付（約１４０団体） 

□その他（             ） 

終期 平成３０年 １月 意 見 ３６件 

実施 

（情報の共有・相互理解・交流） 

平成３０年 ３月～ ホームページ 

広報紙 
― 

 

平成３０年 ３月１５日号  

平成  年  月  人  

評価 
（成果のパブリックチェック）  

始期 平成３０年 ６月 審議会等 人 Ｈ３０実施予定 

ＮＯ． ２ 

 



 

市民参加の対象となる事業の実施状況報告書  

基本情報 

名称 所管 担当者 電話（内線 or 外線） 

「くさつ夢風車」の今後のあり方について 環境課 三谷 2336 

事業 

概要 
平成 30 年 6 月末をもって、補助金上の耐用年数を迎える「くさつ夢風車」の今後のあり方について検討するもの。 

 

政策過程の各段階において採用した手法等 

政策過程の段階 時期 手法 参加人数 特記事項 

課題の発見 
（市民ニーズの把握） 

始期 平成２９年  ６月 審議会 ２０人 開催数：２回 

立案① 
（合意の形成） 

始期 平成２９年  ６月 審議会 ２０人 開催数：２回 

立案② 

（計画のパブリックチェック） 

始期 平成２９年 １１月 

パブリックコメント 

提出者 ２２人 

周知方法（実施したものに✔をお願いします） 

☑ホームページ 

☑広報誌 

☑資料提供・記者レク 

☑庁外施設への配架（２１施設） 

□個別説明（  箇所） 

□関係団体への資料送付（  団体） 

☑その他（プロジェクトＫまちづくりトーク） 

終期 平成２９年 １１月 意 見 ２５件 

実施 

（情報の共有・相互理解・交流） 

平成２９年１２月～ ホームページ or 広報紙 

or 全戸配布 or 町内回覧 
― 

実施済み 

平成３０年 １月１５日号 実施済み 

平成  年  月  人  

評価 
（成果のパブリックチェック） 

始期 平成３０年  月 審議会 ２０人 開催数：３回予定 

ＮＯ． ３ 

 



市民参加の対象となる事業の実施状況報告書  

基本情報 

名称 所管 担当者 電話（内線 or 外線） 

第３期地域福祉計画の改定 健康福祉政策課 田村 ２４１４ 

事業 

概要 

社会福祉法の改正において、地域共生社会の実現に向け「我が事・丸ごと」の地域づくり・包括的な支援体制の整備を進めるため、同法の市町村地域福祉計画に関

する規定が見直されたことから、新たに、地域福祉計画を福祉の各分野における共通事項を定める計画として位置づけた。 

 

政策過程の各段階において採用した手法等 

政策過程の段階 時期 手法 参加人数 特記事項 

課題の発見 
（市民ニーズの把握） 

始期 平成２９年  ８月 審議会等 １５人  

立案① 
（合意の形成） 

始期 平成２９年 １１月 審議会等 １３人  

立案② 

（計画のパブリックチェック） 

始期 平成２９年 １２月 

パブリックコメント 

提出者 ０人 

周知方法（実施したものに✔をお願いします） 

☑ホームページ 

☑広報誌 

☑資料提供・記者レク 

☑庁外施設への配架（３７施設） 

□個別説明（  箇所） 

□関係団体への資料送付（  団体） 

□その他（             ） 

終期 平成３０年  １月 意 見 ０件 

実施 

（情報の共有・相互理解・交流） 

平成３０年 ３月～ ホームページ 

広報紙 
― 

 

平成３０年 ３月１５日号  

平成  年  月  人  

評価 
（成果のパブリックチェック） 

始期 平成３０年  ８月 審議会等 人 Ｈ３０年実施予定 

ＮＯ． ４ 

 



市民参加の対象となる事業の実施状況報告書  

基本情報 

名称 所管 担当者 電話（内線 or 外線） 

第２次草津市障害者計画 障害福祉課 三浦 ２４９６ 

事業 

概要 

第２次草津市障害者計画は、障害者基本法第１１条第３項の規定に基づく市町村障害者計画であり、本市における障害者施策の基本的な方向性や取組を示す計画

である。計画期間は、平成３０年度から平成３５年度までの６年間である。 

 

政策過程の各段階において採用した手法等 

政策過程の段階 時期 手法 参加人数 特記事項 

課題の発見 
（市民ニーズの把握） 

始期 平成２９年１月 
アンケート、審議会等、自立支援

協議会など 
人 

（アンケート）４，９００人送付 

（審議会等）２回開催（Ｈ２８） 

（自立支援協議会など）１００人程度参加 

立案① 
（合意の形成） 

始期 平成２９年７月 審議会等 １６人 
３回開催（Ｈ２９） 

委員１５人、オブザーバー１人 

立案② 

（計画のパブリックチェック） 

始期 平成２９年１２月 

パブリックコメント 

提出者 ０人 

周知方法（実施したものに✔をお願いします） 

☑ホームページ 

☑広報誌 

☑資料提供・記者レク 

☑庁外施設への配架（３２施設） 

□個別説明（  箇所） 

□関係団体への資料送付（  団体） 

□その他（             ） 

終期 平成３０年１月 意 見 ０件 

実施 

（情報の共有・相互理解・交流） 

平成３０年４月～ ホームページ 

広報紙 
― 

 

平成３０年４月１５日号  

平成  年  月  人  

評価 
（成果のパブリックチェック） 

始期 平成３０年４月 審議会等 １６人 年２回程度開催予定 

ＮＯ． ５ 

 



市民参加の対象となる事業の実施状況報告書 

 

  

基本情報 

名称 所管 担当者 電話（内線 or 外線） 

第５期草津市障害福祉計画・第１期草津市障害児福祉計画 
障害福祉課 

発達支援センター 

三浦 

倉田 

２４９６ 

５６９－０３５３ 

事業 

概要 

第５期草津市障害福祉計画・第１期草津市障害児福祉計画は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第８８条第１項の規定に基づく市町

村障害福祉計画および児童福祉法第３３条の２０第１項の規定に基づく市町村障害児福祉計画であり、第２次草津市障害者計画のうち、障害福祉サービス等の数値

目標と具体的な確保策を示す計画である。計画期間は、平成３０年度から平成３２年度までの３年間である。 

 

政策過程の各段階において採用した手法等 

政策過程の段階 時期 手法 参加人数 特記事項 

課題の発見 
（市民ニーズの把握） 

始期 平成２９年１月 
アンケート、審議会等、自立支援

協議会など 
人 

（アンケート）４，９００人送付 

（審議会等）２回開催（Ｈ２８） 

（自立支援協議会など）１００人程度参加 

立案① 
（合意の形成） 

始期 平成２９年７月 審議会等 １６人 
３回開催（Ｈ２９） 

委員１５人、オブザーバー１人 

立案② 

（計 画 のパブリックチェック ） 

始期 平成２９年１２月 

パブリックコメント 

提出者 ０人 

周知方法（実施したものに✔をお願いします） 

☑ホームページ 

☑広報誌 

☑資料提供・記者レク 

☑庁外施設への配架（３２施設） 

□個別説明（  箇所） 

□関係団体への資料送付（  団体） 

□その他（             ） 

終期 平成３０年１月 意 見 ０件 

実施 

（情報の共有・相互理解・交流） 

平成３０年４月～ ホームページ 

広報紙 
― 

 

平成３０年４月１５日号  

平成  年  月  人  

評価 
（成 果 のパブリックチェック ） 

始期 平成３０年４月 審議会等 １６人 年２回程度開催予定 

ＮＯ． ６ 

 



市民参加の対象となる事業の実施状況報告書 

 

  

基本情報 

名称 所管 担当者 電話（内線 or外線） 

糖尿病対策ガイドライン（第３期）策定 健康増進課 山岡 3563 

事業 

概要 

平成２７年度に策定した糖尿病対策ガイドライン（第２期）が計画期間満了となるため、健康くさつ２１（第２次）中間評価および社会情勢の変化等を踏

まえ、糖尿病対策ガイドライン（第３期）の策定を行います。 

 

政策過程の各段階において採用した手法等 

政策過程の段階 時期 手法 参加人数 特記事項 

課題の発見 
（市民ニーズの把握） 

始期 平成２９年 ６月 審議会等 ２０人 開催２回（うちＨ２９：２回） 

立案① 
（合意の形成） 

始期 平成２９年１１月 審議会等 ２０人 開催１回（うちＨ２９：１回） 

立案② 

（計画のパブリックチェック）  

始期 平成２９年１２月 

パブリックコメント 

提出者 ０人 

周知方法（実施したものに✔をお願いします） 

☑ホームページ 

☑広報誌 

☑資料提供・記者レク 

☑庁外施設への配架（２１施設） 

□個別説明（  箇所） 

□関係団体への資料送付（  団体） 

□その他（             ） 

終期 平成３０年 １月 意 見 ０件 

実施 

（情報の共有・相互理解・交流） 

平成３０年 ３月～ ホームページ 

広報紙 
― 

 

平成３０年 ３月１５日号  

平成  年  月  人  

評価 
（成果のパブリックチェック）  

始期 平成３０年 ８月 審議会等 人 Ｈ３０実施予定 

ＮＯ． ７ 

 



市民参加の対象となる事業の実施状況報告書 

  基本情報 

名称 所管 担当者 電話（内線 or 外線） 

第３次草津市食育推進計画の策定 健康増進課 田中亜、田中優 3563 

事業 

概要 

計画期間が平成２９年度で終了することに伴い、「第２次草津市食育推進計画」の評価を行い、社会情勢の変化等を踏まえ、第３次草津市食育推進計画の策定を行

います。 

 

政策過程の各段階において採用した手法等 

政策過程の段階 時期 手法 参加人数 特記事項 

課題の発見 
（市民ニーズの把握） 

始期 平成２９年 ６月 審議会等 １８人 開催２回（うちＨ２９：２回） 

立案① 
（合意の形成） 

始期 平成２９年 １１月 審議会等 １８人 開催１回（うちＨ２９：１回） 

立案② 

（計画のパブリックチェック） 

始期 平成２９年１２月 

パブリックコメント 

提出者 ０人 

周知方法（実施したものに✔をお願いします） 

☑ホームページ 

☑広報誌 

☑資料提供・記者レク 

☑庁外施設への配架（２１施設） 

□個別説明（  箇所） 

□関係団体への資料送付（  団体） 

□その他（             ） 

終期 平成３０年 １月 意 見 ０件 

実施 

（情報の共有・相互理解・交流） 

平成３０年 ３月～ ホームページ 

広報紙 
― 

 

平成３０年 ３月１５日号  

平成  年  月  人  

評価 
（成果のパブリックチェック） 

始期 平成３０年７月～ 審議会等 人 Ｈ３０実施予定 

ＮＯ． ８ 

 



市民参加の対象となる事業の実施状況報告書 

 

 

 

  

基本情報 

名称 所管 担当者 電話（内線 or 外線） 

「健康くさつ２１（第２次）」中間評価 健康増進課 山岡 3563 

事業 

概要 

平成２５年度に策定した当市の健康増進計画である「健康くさつ２１（第２次）」について、計画の中間年である当年度に、社会情勢の変化等を踏まえ、計画の中間評

価を行い、見直しを行います。 

 

政策過程の各段階において採用した手法等 

政策過程の段階 時期 手法 参加人数 特記事項 

課題の発見 
（市民ニーズの把握） 

始期 平成２９年 ６月 審議会等 ２０人 開催２回（うちＨ２９：２回） 

立案① 
（合意の形成） 

始期 平成２９年１１月 審議会等 ２０人 開催１回（うちＨ２９：１回） 

立案② 

（計画のパブリックチェック） 

始期 平成２９年１２月 

パブリックコメント 

提出者 １人 

周知方法（実施したものに✔をお願いします） 

☑ホームページ 

☑広報誌 

☑資料提供・記者レク 

☑庁外施設への配架（２１施設） 

□個別説明（  箇所） 

□関係団体への資料送付（  団体） 

□その他（             ） 

終期 平成３０年 １月 意 見 １件 

実施 

（情報の共有・相互理解・交流） 

平成３０年 ３月～ ホームページ 

広報紙 
― 

 

平成３０年 ３月１５日号  

平成  年  月  人  

評価 
（成果のパブリックチェック） 

始期 平成３０年 ８月 審議会等 人 Ｈ３０実施予定 

ＮＯ． ９ 

 



市民参加の対象となる事業の実施状況報告書 

 

  

基本情報 

名称 所管 担当者 電話（内線 or 外線） 

草津あんしんいきいきプラン第７期計画の策定 長寿いきがい課 村上 ２４２６ 

事業 

概要 

草津あんしんいきいきプラン（介護保険事業計画・高齢者福祉計画）については、介護保険法第１１７条第１項により、３年を１期として策定するものと定めら

れており、現行の第６期計画が今年度で最終年度を迎えることから、新たに平成３０～３２年度を計画期間とする第７期計画を策定するもの 

 

政策過程の各段階において採用した手法等 

政策過程の段階 時期 手法 参加人数 特記事項 

課題の発見 
（市民ニーズの把握） 

始期 

①平成２８年１２月 

②平成２９年１月 

③平成２７年１２月 

①草津市在宅介護実態調査 

（聞き取り調査） 

②草津市介護予防・日常生活圏域

ニーズ調査（郵送調査） 

③委員会 

①６００人 

②５，５００人 

③２０人 

①回収数：６００人 

②回収数：３，８３２人 

③開催数：１１回（内、Ｈ２９は６回） 

立案① 
（合意の形成） 

始期 平成２９年５月 委員会 ２０人 開催回数：６回 

立案② 

（計画のパブリックチェック） 

始期 平成２９年１２月 

パブリックコメント 

提出者 １人 

周知方法（実施したものに✔をお願いします） 
☑ホームページ 
☑広報誌 
☑資料提供・記者レク 
☑庁外施設への配架（３７施設） 
□個別説明（  箇所） 
□関係団体への資料送付（  団体） 
□その他（             ） 

終期 平成３０年１月 意 見 １件 

実施 

（情報の共有・相互理解・交流） 

平成３０年３月～ ホームページ 

広報紙 
― 

 

平成３０年３月１５日号  

平成  年  月  人  

評価 
（成果のパブリックチェック） 

始期 平成３０年６月頃 委員会 人 Ｈ３０実施予定 

ＮＯ． １０ 

 



市民参加の対象となる事業の実施状況報告書 

 

  

基本情報 

名称 所管 担当者 電話（内線 or 外線） 

草津市認知症施策アクション・プラン第２期計画の策定 長寿いきがい課 山下 ２４２６ 

事業 

概要 

草津あんしんいきいきプラン（介護保険事業計画・高齢者福祉計画）の基本目標の１つである「認知症対策の推進」に掲げる認知症施策を着実に進め、認

知症があっても安心して生活できるまちづくりを推進するため、認知症対策にかかる個別具体的な行動計画「草津市認知症施策アクション・プラン」第２期計画

（計画期間：平成３０年度から平成３２年度）を策定するもの 

 

政策過程の各段階において採用した手法等 

政策過程の段階 時期 手法 参加人数 特記事項 

課題の発見 
（市民ニーズの把握） 

始期 
①平成２９年１月 

②平成２９年６月 

①草津市介護予防・日常生活圏域

ニーズ調査（郵送調査） 

②認知症施策推進会議 

①５，５００人 

②１５人 

①回収数：３，８３２人 

②開催数：３回 

立案① 
（合意の形成） 

始期 平成２９年６月 認知症施策推進会議 １５人 開催回数：３回 

立案② 

（計画のパブリックチェック） 

始期 平成２９年１２月 

パブリックコメント 

提出者 １人 

周知方法（実施したものに✔をお願いします） 
☑ホームページ 
☑広報誌 
☑資料提供・記者レク 
☑庁外施設への配架（３７施設） 
□個別説明（  箇所） 
□関係団体への資料送付（  団体） 
□その他（             ） 

終期 平成３０年１月 意 見 １件 

実施 

（情報の共有・相互理解・交流） 

平成３０年３月～ ホームページ 

広報紙 
― 

 

平成３０年３月１５日号  

平成  年  月  人  

評価 
（成果のパブリックチェック） 

始期 平成３０年６月頃 認知症施策推進会議 人 Ｈ３０実施予定 

ＮＯ． １１ 

 



市民参加の対象となる事業の実施状況報告書 

 

  

基本情報 

名称 所管 担当者 電話（内線 or 外線） 

草津市国民健康保険保健事業推進計画（特定健康診査実施計画第３期・データ

ヘルス計画第２期）の策定 
保険年金課 柴田 ２４７３ 

事業 

概要 

平成２０年度から高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）および国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第８２条第４項の規定に基づく保健

事業の実施等に関する指針（平成１６年厚生労働省告示第３０７号）に基づき、草津市国民健康保険保健事業推進計画（特定健康診査実施計画第３期・データヘルス

計画第２期）を策定します。 

 

政策過程の各段階において採用した手法等 

政策過程の段階 時期 手法 参加人数 特記事項 

課題の発見 
（市民ニーズの把握） 

始期 平成２９年８月 審議会等 ９人 開催数:３回（うちＨ２９:３回） 

立案① 
（合意の形成） 

始期 平成２９年１０月 審議会等 ９人 開催数:３回（うちＨ２９:３回） 

立案② 

（計画のパブリックチェック） 

始期 平成２９年１２月 

パブリックコメント 

提出者 １人 

周知方法（実施したものに✔をお願いします） 

☑ホームページ 

☑広報誌 

☑資料提供・記者レク 

☑庁外施設への配架（３２施設） 

□個別説明（  箇所） 

□関係団体への資料送付（  団体） 

□その他（             ） 

終期 平成３０年１月 意 見 １件 

実施 

（情報の共有・相互理解・交流） 

平成３０年４月～ ホームページ 

広報紙 
― 

 

未定  

平成  年  月  人  

評価 
（成果のパブリックチェック） 

始期 平成３０年６月 審議会等 人 Ｈ３０実施予定 

ＮＯ． １２ 

 



市民参加の対象となる事業の実施状況報告書 

 

 

 

  

基本情報 

名称 所管 担当者 電話（内線 or 外線） 

（仮称）市民総合交流センター整備事業 事業スキームの見直し 都市再生課 齊木 ２５６７ 

事業 

概要 

平成27年2月に「（仮称）市民総合交流センター基本計画」を策定し、公設公営の施設として整備に向けて取組みを進めてきた（仮称）市民総合交流センター整備事業

について、計画していた財源確保が困難な状況となってきたことから、市が直接整備する手法のみにとらわれず、民間活力の活用も視野にいれ、整備に適している事

業スキームの検討を行います。 

 

政策過程の各段階において採用した手法等 

政策過程の段階 時期 手法 参加人数 特記事項 

課題の発見 
（市民ニーズの把握） 

始期 平成  年   月  人  

立案① 
（合意の形成） 

始期 平成  年   月  人  

立案② 

（計画のパブリックチェック） 

始期 平成２９年 ４月 

パブリックコメント 

提出者 ５人 

周知方法（実施したものに✔をお願いします） 

☑ホームページ 

☑広報誌 

☑資料提供・記者レク 

☑庁外施設への配架（２２施設） 

□個別説明（  箇所） 

□関係団体への資料送付（  団体） 

☑その他（事業用地近隣マンションへの資料
配架 6箇所） 

終期 平成２９年 ５月 意 見 ２０件 

実施 

（情報の共有・相互理解・交流） 

平成２９年 ７月～ ホームページ 

 
― 

 

平成  年  月  日号  

平成  年  月  人  

評価 
（成果のパブリックチェック） 

始期 平成  年  月  人  

ＮＯ． １３ 

 

ＮＯ． １２ 

 



市民参加の対象となる事業の実施状況報告書 

  基本情報 

名称 所管 担当者 電話（内線 or 外線） 

草津市住宅マスタープランの改定 住宅課 辻井 ２６１３ 

事業 

概要 
草津市の住宅施策全般を推進するために平成２４年３月に策定した草津市住宅マスタープランの中間改定を行うもの。 

 

政策過程の各段階において採用した手法等 

政策過程の段階 時期 手法 参加人数 特記事項 

課題の発見 
（市民ニーズの把握） 

始期 平成２８年  ８月 審議会 １０名 開催：４回 

立案① 
（合意の形成） 

始期 平成２８年  ８月 審議会等 １０人 開催：４回 

立案② 

（計画のパブリックチェック） 

始期 平成２９年  ８月 

パブリックコメント 

提出者 ０人 

周知方法（実施したものに✔をお願いします） 

☑ホームページ 

☑広報誌 

☑資料提供・記者レク 

☑庁外施設への配架（２１施設） 

□個別説明（４箇所） 

□関係団体への資料送付（４団体） 

□その他（ポスターによる周知） 

終期 平成２９年  ９月 意 見 ０件 

実施 

（情報の共有・相互理解・交流） 

平成２９年１１月～ ホームページ 

広報紙 
― 

 

平成２９年１１月 １日号  

平成  年  月  人  

評価 
（成果のパブリックチェック） 

始期 平成  年  月  人  

ＮＯ． １４ 

 



市民参加の対象となる事業の実施状況報告書 

 

  

基本情報 

名称 所管 担当者 電話（内線 or 外線） 

草津市市営住宅長寿命化計画の改定 住宅課 辻井 ２６１３ 

事業 

概要 
市営住宅の適切な維持管理に資するべく平成２４年３月に策定した草津市市営住宅長寿命化計画について、改定を行うもの。 

 

政策過程の各段階において採用した手法等 

政策過程の段階 時期 手法 参加人数 特記事項 

課題の発見 
（市民ニーズの把握） 

始期 平成２８年  ８月 審議会 １０名 開催：４回 

立案① 
（合意の形成） 

始期 平成２８年  ８月 審議会等 １０人 開催：４回 

立案② 

（計画のパブリックチェック） 

始期 平成２９年  ８月 

パブリックコメント 

提出者 ０人 

周知方法（実施したものに✔をお願いします） 

☑ホームページ 

☑広報誌 

☑資料提供・記者レク 

☑庁外施設への配架（２１施設） 

□個別説明（４箇所） 

□関係団体への資料送付（４団体） 

□その他（ポスターによる周知） 

終期 平成２９年  ９月 意 見 ０件 

実施 

（情報の共有・相互理解・交流） 

平成２９年１１月～ ホームページ 

広報紙 
― 

 

平成２９年１１月 １日号  

平成  年  月  人  

評価 
（成果のパブリックチェック） 

始期 平成  年  月  人  

ＮＯ． １５ 

 



市民参加の対象となる事業の実施状況報告書 

 

  

基本情報 

名称 所管 担当者 電話（内線 or 外線） 

草津市文化振興計画の策定 生涯学習課 松岡 ２７７２ 

事業 

概要 
文化振興施策を総合的かつ計画的に推進するため、草津市文化振興計画を策定する。 

 

政策過程の各段階において採用した手法等 

政策過程の段階 時期 手法 参加人数 特記事項 

課題の発見 
（市民ニーズの把握） 

始期 平成２８年  ９月 

市民意識調査（１８歳以上） 

市内小中学生 

文化団体 

３，０００人 

小学６年、中学３年 

１００団体 

回答：９９８名 

回答：５７９名 

回答：５５名 

立案① 
（合意の形成） 

始期 平成２９年  ８月 審議会等 １５人  

立案② 

（計画のパブリックチェック） 

始期 平成３０年  １月 

パブリックコメント 

提出者 ２人 

周知方法（実施したものに✔をお願いします） 

☑ホームページ 

☑広報誌 

☑資料提供・記者レク 

☑庁外施設への配架（２６施設） 

☑個別説明（４箇所） 

☑関係団体への資料送付（４団体） 

☑その他（ポスターによる周知） 

終期 平成３０年  ２月 意 見 １２件 

実施 

（情報の共有・相互理解・交流） 

平成３０年 ５月～ ホームページ 

広報紙 
― 

 

平成３０年 ５月 １日号  

平成  年  月  人  

評価 
（成果のパブリックチェック） 

始期 平成３０年 ６月 審議会等 １５人 Ｈ３０実施予定 

ＮＯ． １６ 

 



市民参加の対象となる事業の実施状況報告書 

 基本情報 

名称 所管 担当者 電話（内線 or 外線） 

草津市いじめ防止基本方針の改定 学校教育課 柴原 ２７９４ 

事業 

概要 

国の「いじめの防止等のための基本的な方針」（平成 29年 3月）、「滋賀県いじめ防止基本方針」（平成 29年 9月）が改定されたこと、草津市いじめ防止基本方針の

策定後３年が経過し、この間のいじめの問題を取り巻く社会状況の変化等に対応するため改定を行います。 

 

政策過程の各段階において採用した手法等 

政策過程の段階 時期 手法 参加人数 特記事項 

課題の発見 
（市民ニーズの把握） 

始期 平成２９年 ９月 審議会等 ５人 開催数：１回（うちＨ２９：１回） 

立案① 
（合意の形成） 

始期 平成２９年 ９月 審議会等 ５人 開催数：１回（うちＨ２９：１回） 

立案② 

（計画のパブリックチェック） 

始期 平成３０年 ２月 

パブリックコメント 

提出者 ２人 

周知方法（実施したものに✔をお願いします） 

☑ホームページ 

☑広報誌 

☑資料提供・記者レク 

☑庁外施設への配架（  施設） 

□個別説明（  箇所） 

□関係団体への資料送付（  団体） 

□その他（             ） 

終期 平成３０年 ３月 意 見 ４件 

実施 

（情報の共有・相互理解・交流） 

平成３０年 ３月～ ホームページ 

広報紙 
― 

 

平成３０年 ４月１５日号  

平成  年  月  人  

評価 
（成果のパブリックチェック） 

始期 平成３０年 ７月 審議会等 ５人 Ｈ３０実施予定 

ＮＯ． １７ 

 


